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第1章第2節

地撮包括ケア推進に向lオた自治体支援のための4つの枠組み

園立保健医療科学院生涯健康研究部堀井聡子

， 

、

＠地域包括ケアの推進に向け、都道府県l孟市町村に対し以下の4つの枠組みで支援・

協働じよう。

①データにもとづく広場的な地場診断とビジョンの策定：都道府県全域・保健所

圏域単位の健康標題の分析と市町村へのフィードパック、標題分析ツール・指

標の開発、ビジョン策定支援など

②連携・協働ファシリテーション：社会資源との調整、市町村聞のネットワーク

形成、市町村内の庁内連携の推進など

③人材育成：各市町村の課題にあわせた研修の企画・実施・予算確保など

④先進事例の作成と普及：事業のプロトタイプ化と各市町村への普及など

＠都道府県担当者lcl:、コーチンタ等の技術を応用しつつ市町村の課題解決能力｛自助

力・亘助力｝の向上を目指そう。

＠都道府県担当者は、市町村の霞題にあわせた支握を計画立案・実施・評価できる

よう、鴫員の能力向上に努めよう。

11.はじめに

、

~ 

市町村支援といっても、様々な形が考えられま言。ここでは、筆者（堀井）らによる研究成果を踏ま

え、特に重要であると考えられる4つの支援の枠組みを紹介します九そのうえで、全国の都道府県職
員の方々を対象に行った調査結果から支援・協働の具体的な内容や方法、それらの理論的な背景につい

て、章を分けて解説していきま雪。ますはこの章で全体像を把握してください。

2.地場包括ケアシステム構築のための市町村支撞・協働の方法

1）データにもとづく広鵠的な地場齢断とビジョンの共有・作成

都道府県l志、各事業を通じて集め5れた各市町村のデータなどを取りまとめて、都道府県全域あるい

は保健所圏域単位など、広域的に地域の健康課題を把握できま言。そして、その結果を、各自治体にフィー

ドパックしたり、支援が必要な市町村や分野を特定し適切な介入をしたりすることは、市町村支援につ

ながります。加えて、各市町村がデータに基づき課題を抽出できるよう、 課題把握のためのツールを開

15 
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発したり、指標を提示したりすることも市町村支援として有効です。

また、地域の課題を見出すには、どのような「まちjをつくろうとしているのか、つまり、まちづく

りのビジョン、目指す方向’性が明5かになっていなければなりません。このため、都道府県が、 都道府
県としてのビ、ジョンを掲げ、そのビ‘ジョンと運動させた各市町村のまちづくりビ‘ジョンをともに検討す

ることも、地域包括ケアシステム構築のための市町村支援のーっとなります。

2）連携・協働のファシリテーション

「ファシリテーションjと聞くと、会議やワークショップなと‘の司会者を思い浮かべる方も多いと思

いますが、もともとは 「（事を）容易にするj、「促進するJなどを意味する単語から派生した用語です。
今日では、 ファシリテーシヨジ力は関係者の合意形成や共通理解を促すことで、組織の活性化や協働を

促す力として注目されています。地域包括ケアシステム構築の推進の過程で、都道府県には、都道府県

と市町村、市町村同士、あるいは市町村とそれ以外の関係機関など、様々なレベルの連携・協働を促進

するためのファシリテーションを担うことが期待されます。

( 1 ）社会資源への顔つなぎ

市町村の取り組み状況や必要性に応じて、 社会資源（関係機関）に関する情報提供をしたり、紹介し

たりすることは都道府県の重要な役割です。とくに、認知症施策や医療介護連携を推進するためには、

医療機関や医師会等と市町村がつながることが不可欠ですが、市町村単位では、こうした医療関係の社

会資源とつながる乙とがしばしば困難です。社会資源との顔つなぎ役は、都道府県、特に保健所にとっ

て重要な市町村支援です。

(2）市町村聞の互助力の醸成

都道府県による市町村支援というと、特定の市町村への1対1の支援をイメージされる方が多いと思

います。たしかに、重点的な支援が必要な市町村に対しては1対1の支援は重要です。

一方で、筆者らが調査対象とした都道府県のなかには、 エリア別会議等を通じて、市町村聞のネット

ワークを形成することに努めている例がみられました。このように、都道府県が、振興局や保健所など

と協働して、意図的にネットワークを形成できるように支援すること、つまり 「1対多の支援Jで、自
治体聞の互助力醸成だけでなく、最終的に各市町村の自助力（課題解決力）の強化を目指すことも有効

な支援方法と考えられます（図1)。

r-
図1.市町村の互助力醸成に向けた『1対多Jの支援 J 

県が重点支援が必要な市町村に行う
ri対1」支援

－－ eε／ ＼．． 

県が市町村チームをコーチのよう
に支援する「1対多」支援

．一．
＠・IXl 
．－． 

市町村の互助力醸成に向けて「1対1」だけでなく「1対多」の支援ちしよう



(3）市町村の庁内連携を後押し

地域包括ケアシステム構築において、市町村の庁内連携の必要性が指摘されていますが、 都道府県の

担当課が縦割りであれば、市町村の関係各課の連携も困難となります。こうした状況に対し、 都道府県

本庁内に、介護保険事業を横断的に実施する課を設けている都道府県が存在しました。 またこうした

フォーマルな仕組みをつくるだけでなく、医療計画や地域医療構想等を策定する際に立ち上げたワーキ

ンググループを活用して、 部署横断的に介護保険事業を実施している都道府県が多くありました。

市町村の自助努力だけで庁内連携を進めることが困難な場合に、 外部から助言があることでブレイク

スルーする場合もあります。都道府県本庁内の連携を推進することや、他の市町村の事例などを提示す

るなどして、 市町村内部の庁内連携について提言する乙とは、都道府県だからこそできる支援といえそ

うです（図2）。

図2.市町村の連携を後押しする支援 ） 

フォーマル・インフォーマルに横串を

3）人材育成支援

多くの都道府県では、介護人材養成研修を企画・開催されていると思います。しかし、それ以外のテー

マ、たとえば、 見える化システムやデータの利活用、あるいはケア会議運営など、各市町村が抱えてい

る課題にあわせた研修を行うことは、市町村に対する人材育成支援となります。この際、研修等を実施

する際の予算確保、講師選定なども、都道府県の重要な役割となります。

また、都道府県内の人材育成上の課題を把握するうえで、 地域の健康課題を広域的、かつデータに基

づき分析することも重要になります。

4）先進事例の作成と普及

調査を行ったいくつかの都道府県では、退院調整ルールや介護予防事業等の先進事例をつくり、ほか

の市町村への普及を支援している例がみられました。このうち、複数の都道府県では、 完成されたモデ

ルを普及するのではなく、事業やツール類の原型を、各市町村の実情に合わせて試行を繰り返しながら

修正を加え、その結果を評価していくというプロセスを繰り返していました。

企業では、新たなシステムなどを開発する場合に、 fプロトタイプjと呼ばれる試作晶をつくり、試

行を経てから量産を決定する方法をとることがあります。都道府県による市町村支援もまさに、 事業を

先行して実施している市町村の事例をプロトタイプ化し、それ以外の市町村で試行するという支援方法

が有効なようです。またその展開プロセスを記述しておく乙とで、都道府県のガイドライン化を行うこ

とで、ほかの市町村での普及を容易にします。さらにこれらのプロセスに地域振興局や保健所を巻き込

むことで、事業やツール類を自立発展的に普及する仕組みを構築することが可能になります。
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2.保険者機能強化を支援するために都道府県に求め5れるチ力ラとは？

ここまで、都道府県による市町村支援の4つのタイプを紹介しました。 これらlこ共通して言えること

は、データ分析などの結果に基づき、保険者（市町村）の課題を把握することで、支援が必要な自治体

を特定し、地域特性を踏まえ課題に応じた支援の方向性や具体的な支援を展開することが必要であると

いう乙とです。また、その際、保健所（振興局）単位の互助の仕組みを作るなどして、 最終的には各保

険者の課題解決力（自助力）の向上を目指すことがポイントになるといえるでしょう。

こうした支援を展開するためには、都道府県の職員にも支援に必要な能力を身に着ける必要がありそ

うです。その一つが、 都道府県内の保険者の課題を広域的に把握し、それに応じた支援計画立案・実施・

評価する能力です。広域的な課題の抽出は、各市町村のビ‘ジョン設定や地域アセスメジトの結果を踏ま

えたものになるため、都道府県の職員の地域マネジメント能力、とくにデータの利活用の能力はこれか

らますます必要になると考えられます。

また、さまざまな関係機関と、さまざまなレベルで協働・連携することが、課題解決において不可欠

になることから、これ5連携・協働のためのファシリテーション能力を発揮することも今後の都道府県

職員に求められるチ力ラといえそうです（図3）。

； 図3.市町村の自助力・互助力（課題解決力）アップを目指した支援 J 

IDlii冨量

目指すは市町村の自助力・E助力（課題解決力）アップ

広域的な地域診断

連第・協働ファシリテーション
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1.本稿は、平成29年度厚生労働科学研究費補助金長寿科学政策研究推進事業「介護予防を推進する地域づくりを戦略的
に進めるための研究（代表近藤克則）J分担研究報告書「自治体支援に関する研究：都道府県等による支援の現状とそ
の特徴（堀井聡子、大参賀政昭、森山葉子）Jの内容の一部に加筆修正したものです。



［ 園2.配慮ある細胞なアプローチの方法4
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地編包括タアによる健厳格差対策の事例倒防県御船町｝

愚後に、地域包括ケアの分野別・年齢別の縦割りを越えて地域の生活標題を把握し、健康格差対策を

実践している熊本県御船町の好事例を紹介します。

・支援者と御船町との関ねり：町からの泡悩み相自慢

熊本県御船町では2009年度から要介緩認定割合が上昇傾向となり、対応について同町の保健師から

担載がありました。そこで原因を明らかに写るため、日本老年学的静価研究〈‘JapanGerontological 

Evaluation Study: JAGES）の2013年度調査ヘ番参加して頂きました。御船町では2013年10月に、

10のd中校区に住む2000人の高齢者に調査察を配布し、 1432名から回答を得ました。調査終了後

に支援者｛誌、犠々 な健鹿関連指績について他の市町村間および町内のdゆ校区ごとに比較した地域診断

データを作成レ、町で活用してもらえるように準備をしまレた。

・地織鯵断データを行政内の多様な部・と共有し、町内の健康緒避の存在に気づいてもらう

2014年度かち同町では様々怠部暑の行政聴員が拳加守る f地繊包括ケア推進会議jが開催されるよ
うに怠りました。 支援者砿作成した地域診断データをとの会議に持参じて紹介し、膿員に御船町の高齢

者の健康課題を検討してもらいました。その結果、他の市町村に比べて閉じこもりの割合が高く、町内

でも中山間地（11.1%）と平坦地（6.1%）とで大き怠地域鴫格差があることが明らかに怒りました｛数

値は年齢調盤済み〉。このことから同町の第6期介護保険事業計画には閉じこもりの地域格差対策の数

値目標が盛り込まれ、中山間地で閉じこちり対策を優先的に進めていくことに怒りました。

・地鰭.断データを地雄住民と共有言る：活動の号きっかけづくり

目標が決まってか5、データを最も優先哲べ吉中山間地のA地区に持っていって説明言ることに怠

りました。そこでは支鑑者がデータに基づいた地蟻の現状を住民に説明し、データをみて感じたことや、

これか5取り組みたいことを複数回かけて話し合ってもらいました。

ワークショッブで様々 な意見が出た結果、 A地区では他の部署で獲得していた補助金ち活用して、
2015年度から新たな事業を行うことに決まりました。この事業をは住民が主体的iこボランティアとし

て活動し、虜授を活かした地援の集いの場ができ、給食室を活用した会食や配食のサービスカ守始まりま

した。

31 



32 

・地場.断データを活用して活動の効果測定を行u、格差のトレンドも評価する
上記のような取り組みを経て、 2016年にJAGESによる調査を再度行U、第6期計画期間の f閉じ
こもりJの地域格差対策の評価が実施されました。その結果、閉じこもり高齢者の割合は、平坦地5.7%、
中山岡地8.3%であり、 2013年度と比較して、当初の目標をlcJ:るかに上回る閉じこもりの地域間格差

の是正がみ5れました（表1）。 様々な部署や組織とともに行った地域づくりの活動が、健康格差対策

に繋がったことがデータで示されたので雪。特にA地区では趣味の会やスポーツの会への参加割合や

友人との交流頻度が増加し、抑うつや要介護リスクの高し1人の割合が減少してし1た乙とが明らかになり

まじた。

~古田：f~！tif幡市；~盲目出l町唾地E“~~：五：7，~~~；1園田E註咽~l.o.~·~主主討に置副首；；~.］五四E・

2016年度 2.6%ポイシト

＠効果評価の結果を踏まえて、新たな目標設定を宮る

第六期期間中の取り組みの成果をもとに、第七期介護保険事業計画が立て5れまレた。閉じこもりの
地域間格差対策は宮でに目標を達成していましたが、熊本地震の影響が懸念されたため、取り組みを継

続じていく方針となりました。さらに2016年度調査のデータを改めて検討したと乙ろ、小学校区間でf笑

いjの頼度に大きな差がある乙とがわかりまじた。乙の結果に基づき、御船町でlcJ:新たに f笑しリに関
9る数値目標が設定されました。乙の段階では、 町l孟自力で目標設定ができるようになっています。

＠活動を横展開曹る：進み方にも地蟻差寄り

A地区での取り組みをまちじゅうに拡大宮べく、第7期では閉じ乙もりの割合力胃く、笑いの頻度が

少怠かったB地区を新たな重点対策地域に選定しています。現在日地域では、 A地域と同様にワーク

ショッブを開催しているほか、 A地域の住民に経験を語ってもらう場を設けるなどの新た怠試みを行っ

ていま言。乙の効果評価はさらに3年後の調査で行う予定で言。

活動を他地域に横展開しようとしても順調に進まないときに、現場でl志「なぜ前のようにうまくいか

ないのかjと聴員の気持ちが先走ってしまうことがありま言。同U市町村内であっても、地区によって

力ラーが異なることは良くある乙とです。 支援者lcJ:職員の思いを受け止めなが5住民との丁寧な対話を

促レ、あせ5すに進めるようにアドバイスすると良いでしょう。

医療・介護・保健・福祉をつなぐ新た怠取り組み

近年、医療介護連携が進んでいま言。地域ケア会議などの枠組みで、地域の専門職全体のネットワー

キジグが進め5れています。近年では、まだ課題が残されている医療・介護と福祉の連携を進める機会
となる新たな取り組みが始まってUます。

1）生活保聾受信者への健康管理支援事業：匡痕・保健・福祉の縦割Dを越える

生活保護受給者は若い世代から糖尿病や肝炎などの慢性疾患を抱えていることが多く、医療ニーズ

が高い集団とし1えます。 受給者の健康状態の管理lcJ:、健康格差の縮小だけでなく、生活保護からの自

立を図る基礎としても不可欠です。そこで、生活保護受給者への健康管理支援事業が始まっています。

2017年に検討会が実施され、順次モデル事業が展開されていま言。 2021年からは全国の福祉事務所

が対象となります。厚生労働省では、その支援マ＝ュアルを策定する動きがあります50
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